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４．財政運営のあり方



174※ 「財源対策」：地方債の活用、特定目的基金の取崩し・借入れなど

①主な一般財源の推移①主な一般財源の推移

（１）昭和60年代以降の財政運営について

バブル経済崩壊後の税収

急減により、平成４年度から

一般財源が急減。５年度に

地方交付税の交付団体に転

落。

その後、蓄積していた基金

の取崩しや地方債充当率の

引上げ等でしのいだ。

その後も税収は伸び悩み
を続け、13年度からは減債
基金からの借入れを行うに

至った。
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億円

減債基金の借入れ

財源対策(※)

減収補てん債(特例分）

臨時財政対策債

地方譲与税

地方交付税

地方特例交付金

府　　　税

歳出
（折れ線グラフ）

歳入
（棒グラフ）

地方交付税
交付団体に転落

減債基金からの借入れ
（H13 ～H19）

臨時財政対策債創設

バブルの
崩壊

当初最終

年度

今も続く財政状況の厳しさの要因については、調査分析報告書において他府県との比較などを行い、大阪府
の財政構造がもつ特徴を明らかにしました。ここでは、財政運営のあり方という観点から、昭和60年代以降の財
政運営についてあらためて検証を行います。
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②これまでの行財政改革と
一般会計歳出額の推移

②これまでの行財政改革と
一般会計歳出額の推移
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こ
れ
ま
で
の
行
革
の
取
組
み

バブル経済崩壊に伴う
景気対策取組期 行財政計画（案）取組期 財プロ（案）の実施バブル経済期

年度

「知事重点事業」

（Ｈ22）

約135億円

Ｈ８～Ｈ１０

行政改革大綱

（H8.1月）

財政健全化方策(案)

（H8.8月）

Ｈ１１～Ｈ１３

行政改革推進計画

（Ｈ9.3月）

財政再建プログラム(案)

（Ｈ10.9月）

Ｈ１４～Ｈ１６

行財政計画(案)

（H13.9月）

Ｈ１７～Ｈ１９

行財政計画(案)

（H16.11月改定）

行財政改革プログラム(案)

(H18.11月）

Ｈ２０～Ｈ２２

財政再建プログラム(案)
（Ｈ２０．６月）

・給料の月額カット
・退職手当の減額
・私学助成の見直し
・出資法人の見直し

等

「総合経済対策」
約4,060億

「総合的な経済対策」等
約3,170億

「総合経済対策」等
約3,050億 「総合経済対策」等

約2,200億

2,601億円
（事業費ベース）

（職員数の削減・
昇給停止等）

1,150億円

（職員数の削減・
ベースアップ凍結等）

455億円
（職員数の削減・
期末手当のカット等）

657億円

（職員数の削減・
給与引き下げ改定等）

1,149億円
（事務事業の見直し・
シーリングの実施等）

923億円

（シーリングの実施・
主要プロジェクト見直し等）

1,958億円

（超過課税の延長等）

1,223億円
（府有財産の売払い促進等）

595億円

（建設事業の重点化・
施策評価による取組等）

502億円

（建設事業の重点化・
施策評価による取組等）

443億円

（府有財産の売払い促進等）

626億円

3,394億円
（一般財源ベース）

3,703億円
（一般財源ベース）

効果額

（課税・納税の取組等）

524億円

主な
歳出削減

主な
歳入確保

行財政改革
着手期

財プロ（案）
取組期

2,175億円
（同左）

1,726億円
（同左）

組織の見直し

施策の見直し

歳入の確保

「重点政策」
（Ｈ８～Ｈ10）
総事業費 約2,000億円
【主な事業】
・国際会議場
・治水対策
（５０ミリ対策・寝屋川）
・府営住宅
・モノレール
・関空二期関連整備

「再生予算枠」
（H14～H16）
総事業費 約110億円
【主な事業】
・38人学級の導入
・ワークシェアリング
・少年サポートセンター
・ひったくり対策事業
・コミュニティビジネスの
創出

「再生重点枠」
（Ｈ17～Ｈ１9）
総事業費約330億円
（金融新戦略
(750億円)を除く）

【主な事業】
・津波高潮ステーション
・出産育児の応援
・建築物の耐震化促進
・バイオマス燃料推進

増額の
主な要因は、
制度融資の増
（2,000億）

バブル経済崩壊に伴う景気対策取組期を経て、平成８年度から行財

政改革に本格着手。

行財政改革で捻出した財源の一部は、重点的な事業の実施に活用。

一般会計歳出額（Ｈ20までは決算、Ｈ21は最終予算、Ｈ22は当初予算）億円
※「 」は国の経済対策と、府の補正予算額を示す

「緊急雇用対策」等
約960億

「補正予算」
約540億

「経済危機対策」
約6,020億
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○ 長らく経常収支比率が100％を超える極めて
硬直的な財政運営

○ 行財政改革の取組みなどにより、近年は低

下傾向にあり、全国平均との差も縮まっている

③経常収入・経常経費の推移③経常収入・経常経費の推移

経常収支比率（折れ線）

大阪府

全国都道府県平均
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公債費
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（億円）

（年度）

経常収入を上回る経常経費支出（H6~H16)

経常収支は、平成４年からの

税収の急減により大幅に悪化。６

年度に収支が逆転して以降、急

激に収支ギャップが拡大。

税収の回復が遅れるなか、

ギャップ解消の取組みも十分す
すまず、16年度まで収支逆転の
状態が続いた。
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④これまでの
主要プロジェクト

④これまでの
主要プロジェクト

平成ひと桁台は、関空の開港（Ｈ６）、なみはや国体（Ｈ９）、国の景気対策を背景

に事業が集中。

平成10年度の財政再建プログラム案による主要プロジェクトの凍結以降、大型事
業は収縮傾向となる。

（億円）

※モノレール合計2,900億円

Ｓ５７ Ｓ６０ Ｈ元 Ｈ５ Ｈ１０ Ｈ１５ Ｈ２０

府庁新別館(259) 警察本部庁舎（１期）(376)

看護大学(231)

警察本部庁舎（２期）(241)

（　）の数字は事業費
国際会議場(697)

なみはやドーム(312) 狭山池博物館(53)

ドーンセンター(91) ビッグバン(171)

近つ飛鳥(77) 中央図書館(191) 健康科学センター(63)

ＪＲ東西線（京橋～尼崎）(3,194) 阪神西大阪延伸線（西九条～難波）(890)

国文モノレール（万博記念公園～阪大病院前）※ 京阪中之島線（天満橋～中之島）(1,307)

モノレール（南茨木～門真市）※ 国文モノレール（阪大病院前～（仮）東センター）※

モノレール（大阪空港～南茨木）※ おおさか東線（新大阪～久宝寺）(1,197)

泉佐野コスモポリス(1,100) 岬町多奈川地区多目的公園(63)

阪南スカイタウン(1,325)

りんくうタウン(5,672)

関空自動車道・国道４８１号(2,145) 関空（１期）パート２(905) 関空連絡橋買取(207)

関空（１期）(14,581) 関空（２期）(14,200)

施設
整備

鉄道
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関空
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２
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計
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◆中長期的な財政収支見通しなし
・景気対策など国の方針に過度に依存
・特定目的基金借入れという緊急避難措置を継続、
将来の起債返済に充てる減債基金からも借入れ
・公債残高のコントロールが不十分

◆府政運営の方針と財政収支試算が

連携していない

◆財政状況の認識が全庁的に共有

されていない

◆将来リスクを含めた事業実施判断が

されていない

◆意思決定プロセスが不透明

◆中長期的な財政収支の見通し（試算）
を公表、全庁で共有
・財政健全化法の指標・府独自指標による管理
・特定目的基金借入状態を是正・減債基金も段階的に復元

◆府政運営の基本方針と財政収支試算の

連携（戦略本部会議）

◆全庁的に財政状況の認識を共有し、

部局長マネジメントに活かす

◆将来リスクなど十分な判断材料をもとに

した事業実施の判断

◆意思決定プロセスの透明化

＜対＜対 応＞応＞＜教＜教 訓＞訓＞

時代時代の社会経済環境に応じて、府民のみなさんが必要とする行政サービスを提供することが府の使命で

あり、その基礎となる財政基盤を確かなものにすることが不可欠です。

そのための財政運営のあり方として、財政再建プログラム案に基づき、「収入の範囲内で予算を組む」原則を

徹底し、予算編成過程の全面的な公開など、財政規律の確立をすすめています。

さらに、昭和60年代以降の財政運営についての検証を踏まえた教訓をもとに、一層の規律ある財政運営を行
います。

また、基本的な財政運営のあり方を定める条例について検討します。

（２）これからの財政運営のあり方
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一層の強化・定着策財政再建プログラム（案） Ｈ20～Ｈ22
予算編成改革の着手予算編成改革の着手

○方針と収支フレームの共有 （下図１）（下図１）

○予算編成過程の公開 （下図２）（下図２）

財政構造改革の着手財政構造改革の着手

○減債基金からの借入れ・借換債の増発との決別

○収入の範囲内で予算を組む

○減債基金への返済開始

○実質府債残高の圧縮、実質公債費比率を

25％以上にしない

予算編成改革の推進予算編成改革の推進

○部局長マネジメントを活かした予算編成 ［⇒ ①］

○新公会計制度と連動した予算編成サイクルの確立 ［⇒ ①］

財政構造改革の着実な実行財政構造改革の着実な実行

○黒字予算の継続

○減債基金の計画的な復元

○実質府債残高の縮減を継続、実質公債費比率を

25％以上にしない
○新たなルールによる財政調整基金等の管理 ［⇒②］

○財務マネジメント機能の向上 ［⇒③］

規律ある財政運営

府政運営の
基本方針

22年度の
仮収支

部局長
マネジメント

知事重点事業

⇒財源の戦略的配分

22年度予算
6月～ 9月・11月 ⇒予算要求

図１ 基本方針と財政収支の連携

全面的に公開

戦略本部会議

知事ヒアリング
要求書・査定書

議会との
意見交換

図２ 予算編成過程の公開
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（※１） 予算と決算の対比を明らかにするため、予算の事業単位を 新公会計制度において作成する管理事業の単位と統一

（※２） これにあわせて、予算編成システムを再編

①予算編成改革の推進①予算編成改革の推進

（１）部局長マネジメントを活かした予算編成

◇ 部局ごとに一律のシーリングを設定するという手法に過度に依存することなく、予算配分の重点化・柔軟

化を推進するために、要求段階で部局長の自主性・主体性をより一層発揮

（２）新公会計制度と連動した予算編成サイクルの確立 （※１）

◇ 執行の効率性や費用対効果を正確なデータに基づき検証

◇ 事後評価としての決算財務分析結果を予算に反映

（３）トータルコストによる予算管理 （※２）

◇ 人件費や公債費を含まない事業予算について査定してきたが、人件費や公債費を含むトータルコストの

視点を踏まえた予算編成に改めていく
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②財政調整基金等の新しいルール（基金条例の改正）②財政調整基金等の新しいルール（基金条例の改正）

（１）将来的な財政調整基金の確保目標額の設定

◇ 将来リスクに備えるため、 『標準財政規模の３．７５％に相当する額』とし、各年度の予算編成時の収支の

範囲内で、可能な限りその充足に努める

※ 「3.75％」は、地方財政健全化法における実質赤字比率の早期健全化基準を踏まえ設定
【参考】 府の標準財政規模（平成22年度）14,939億円×3.75％＝ 560億円

※ 財政調整基金残高：78億円（22年度当初予算）

（２）決算剰余金の積立ルールの確立

◇ 決算剰余金の処理を明確化するため、剰余金の１／２は減債基金に、１／２は財政調整基金に積み立

てることをルール化

（３）一般財源をもとに積立てを行う基金を限定

◇ 基金の適正な管理をすすめるため、一般財源をもとに積立てを行うのは、財政調整基金、減債基金、公

共施設等整備基金に限定

※ 府民からの寄附の積立てや、運用利息の積立てなど当該基金に係る特定の収入をもとに積み立てることは、従来どおり可

※ 国庫補助金等の財源措置を伴う事業の実施や法令上の義務のために積み立てる場合は可

（例） 国民健康保険広域化基金、介護保険財政安定化基金
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○ 資金調達や資産運用などを総合的に管理することにより、財務マネジメントの向上に取り組み、資金の
効率性を高めていきます。

◇ 経済情勢等の急変に伴う金利変動や市場における資金流動性の低下などのリ
スクに対する対応の強化を図る

・ リスク管理の強化を図るとともに、金利スワップや仕組債の発行など、リスクを回避するた
めの手法を検討

※金利スワップとは、固定金利と変動金利など、同一通貨で異なる金利の支払いを交換する取引のこと

（ⅲ）リスクマネジメント

（ⅰ）起債マネジメント

項 目

◇ 本府のキャッシュフロー（資金の流れ。図２参照）を適切にコントロールするための
手法を検討するとともに、資金の効率的運用を行うためのルールづくりに着手

・ 短期資金調達コストの低減を図るため、自治体版ＣＰ(コマーシャルペーパー：短期資金用
の割引手形)の導入など新たな仕組みを検討

・ 減債基金等の効果的な資産運用の検討に着手

（ⅱ）資金マネジメント

◇ 金利（長期／短期、変動／固定）の複合活用による、最適な組み合わせを実現す
ることにより、公債費(元利払い)の抑制を図る （国債及び他団体との利回り格差に
ついては図１を参照）

・ 府債構成の最適化をめざす

・ 市場から府債を買入消却するなど、負債の圧縮に向けた検討を行う

・ より効果的なＩＲ活動(投資家に対する情報発信)に取り組む

内 容

◇ 財務マネジメントとは、資産と負債を総合的に管理することにより、金利変動や為替相場の変動などの市
場リスクと流動性リスク量を測定。そのリスクをコントロールしながら収益の極大化を狙う経営管理手法。

③財務マネジメント機能の向上③財務マネジメント機能の向上
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図１ 国債及び他団体との利回り格差
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21年度資金状況（実績）
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企業会計資金繰替後

会計管理者保管金合計 (特別会計、基金、歳計外現金含む)

一般会計資金

一般会計資金の不足額を特別会計や基金などから
の繰替え運用により対応している。

図２ 大阪府のキャッシュフロー

基金や他会計資金を繰替えても不足する部分（０より下の太線の期間)は、一時借入れが発生

（参考）

３月末資金残高
一般会計 977億円
管理者保管金 5,994億円

前年度末資金残高
一般会計 442億円
管理者保管金 4,709億円

4月1日の支出額 5,089億円
（主な支出項目）
・商工制度融資預託金 3,225億円
・退職手当（教職員） 583億円
・育英会貸付金 347億円
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【新公会計制度の導入】
◇ 大阪府では、府民への財務情報の更なる開示と効率的な行財政運営を推進するため、複式簿

記・発生主義という企業会計の考え方を採り入れた、日々仕訳方式による新公会計制度を、平成
24年度から導入します。

【現状】
◇ 現在の単式簿記・現金主義による官庁会計は、予算の執行状況の明確化はできるが、

ストックやフルコストの情報など自治体をマネジメントするための情報が不足

◇ そのため、多くの自治体が財務諸表を作成しているが、総務省が提示する２つのモデル（基準

モデルと改訂モデル）には課題がある

・ 改訂モデルは、個別の組織や事業についての財務情報を得られず、官庁会計決算の組替えのため
精度に難点がある。
・ 両モデルとも、国際公会計基準や民間の企業会計とは乖離。

・土地は時価もしくは取得原価
・建物等は取得原価

・売却可能資産は時価で毎年度評価替
・他の有形固定資産は取得原価

・原則として取得原価資産評価

・純資産の変動状況のみならず固定資産等
の増減とその増減に伴う財源内訳も計上

・税収等や臨時損益等を計上・純資産の変動状況を計上
純資産変動
計算書

・純資産変動計算書の一般財源に計上・純資産変動計算書の一般財源に計上・行政コスト計算書の収入に計上税収の取扱い

・複式仕訳データから作成
（固定資産は特殊な仕訳）

・官庁会計決算を組み替えて作成
・日々の会計処理の段階から
複式仕訳データを蓄積し作成

作成方法

基 準 モ デ ル改 訂 モ デ ル

総 務 省 方 式
東京都会計基準

新公会計制度
の特色比較

（３） 新公会計制度の導入
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◇ 新公会計制度の導入のため、既に導入済みの東京都と連携しながら、既存の財務会計システム等

の改修、府が保有する資産の調査・評価、会計基準の策定等を行う

新公会計制度で得られるストック情報やフルコストなどの財務情報を自治体経営に活用

★ 財務諸表の特徴

★ 財務諸表では、基金借入金や貸倒引当金など、官庁会計では見えにくかった負担やリスクも、分かりやすく表示可能
★ 日々入力方式の導入により、期中での財務情報の把握が可能

◇ 日々の会計処理の段階からリアルタイムで複式処理を行うことで、会計別をはじめ、所属別や事業別など多

様な財務諸表を作成することができ、精度の高い財務情報が得られる

◇ 東京都と同様、国際公会計基準や民間の企業会計に近い会計基準を策定

新公会計制度導入後のイメージ図

現金収支の活動区分（行政サービス・投資・財務）別情報キャッシュ・フロー計算書

減価償却費や金利、人件費を含めたフルコスト情報行政コスト計算書

資産、負債等のストック情報貸借対照表

府債管理
システム

公有財産
物 品
システム

人事給与
システム

人件費
情報

資産、減価
償却費情報

府債（地方債）
情報

財務会計
システム

日々の仕訳データを
自動的に蓄積

収入、支出、資産、負債など
全ての財務情報を集約

所属別事業別財務諸表

府政情報室

広報公聴事業

Ｂ土木事務所

道路事業

Ａ土木事務所

河川事業

Ａ土木事務所

道路事業

フルコスト
資産・負債

所属別財務諸表

事業別財務諸表

府政情報室

Ｂ土木事務所

Ａ土木事務所

フルコスト
資産・負債

広報公聴事業

道路事業

フルコスト
資産・負債

部局別財務諸表

都市整備部

府民文化部

フルコスト
資産・負債

大阪府財務諸表

フルコスト
資産・負債

導入内容導入内容
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新公会計制度により得られた財務情報を有効に活用

■アカウンタビリティの充実

・ 財政運営の全体像など大阪府の財務情報を府民に分かりやすく開示

・ 議会における決算審査資料の充実に寄与

■マネジメントの強化

・ ＰＤＣＡサイクルの構築により、「変革と挑戦」を支える

自治体マネジメント改革に活用

⇒ 決算財務分析や事業評価の質の向上、要員マネジメント、

予算編成への反映、財産管理・活用、監査での活用 など

導入の効果導入の効果

全国レベルでの公会計制度改革に向けた取組みを行う

■複式簿記・発生主義・日々仕訳による新公会計制度の早期導入の必要性を積極的にアピール

⇒ 全国知事会、近畿ブロック知事会への提言、府内市町村へのアピール など

■平成22年度は東京都と連携して「公会計制度改革推進プロジェクト」に取り組む
⇒ 公会計白書（仮称）の作成 など

他団体への普及のための大阪府の取組み他団体への普及のための大阪府の取組み

マネジメント
サイクル

PLAN DO

CHECKACTION




